
　地域における新しい挑戦により、持続的に経済が発展する高知県   

　今後も一定の人口減少が避けられない中、回復しつつある県経済を持続的な成長につなげるため、産業振興計画に基づき、
 各産業分野の構造転換を通じて足腰をより強くするとともに、経済成長の礎となる新たな価値の創出を図る

目指す将来像

 　一人当たり県民所得を４年後（R9）に295万円※以上にする　　　　　　※これまでの実績を踏まえ目標値を上方修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　10年後（R15）：一人当たり県民所得を全国中位（20位台）にする　　　　　　

      　

目   標

5-1　いきいきと仕事ができる高知の実現　～経済の活性化①～           　　                        R８：307億円
第５期産業振興計画（計画期間：R6～R9）

R7：255億円  →

「４つの重点ポイント」により、施策をさらに強化

 1  若者の所得向上のさらなる推進
　　 【企業等の経営改革モデルの横展開】

２. 若者が魅力を感じる企業(就職したいと思う企業)の創出
　　 【100億企業の創出】

３. 成長を牽引する人材の育成・確保
　　 【U・Iターンのさらなる促進、人材の確保・定着】

４. フードテッククラスターの形成を促進
　　 【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

○新技術の活用などによる新製品／サービス開発などを通して、大幅な売上
 　増加（例えば売上数十億円規模から100億円）を目指す「成長余力」
 　と「高い意欲」の両方を有する県内企業の育成支援策を新たに展開
　   ※経済産業省の「100億企業」支援施策とも連動

○U・Iターンの促進に向けた施策のさらなる推進
○転職対策の抜本強化など、人材の確保・定着に向けた取組の実施

○国の地域未来戦略の柱である「戦略産業クラスター形成」と連動
○「食」を中心に据え、新たな産業の創出や産業間連携を一層推進

　人口減少という最重要課題に対応するためには、「高付加価値型経済への転換」と「人への投資の推進」の
両輪の取組によって、県経済を活性化させ「若者の定着・増加」を実現する必要

バージョンアップのポイント
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○産業別若者所得向上検討チームにおける報告書に盛り込んだ第一次から　　
　 第三次産業までの16業種58件の経営改革モデルの横展開を業種横断
　 的に推進
○生産性向上に取り組み、持続的な賃上げを目指す事業者を支援



5-2　いきいきと仕事ができる高知の実現　～経済の活性化②～                                    

１　若者の所得向上のさらなる推進
　　 【企業等の経営改革モデルの横展開】

２　若者が魅力を感じる企業(就職したいと思う企業)の創出
　　 【100億企業の創出】

　　①所得向上推進企業等総合支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　1,500百万円　[産業政策課]【再掲】

　　・ 製品の高付加価値化や生産能力の向上など、事業者の高付加
　　　  価値型経営への転換に必要な経費を業種横断的に支援

　　②賃金向上環境整備事業費補助金　880百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[雇用労働政策課]【再掲】

　　・ 国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用し、持続的な
　　　  賃上げを目指す県内事業者に対して、賃上げ原資の一部を支援

　　③農業経営者育成支援事業　14百万円　[環境農業推進課]

　　・ 農業者の所得向上に向けて、経営力強化のための研究会の
　　　開催や、国内外の経営体視察などを支援

　　④林業労働環境改善事業費補助金　20百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [森づくり推進課]

　　・ 林業従事者の所得向上に向けて、技術力の向上や多能工化
　　　を図る取組を支援し、生産性向上を一層促進

　　⑤水産物販売拡大支援事業委託料　7百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[水産業振興課]

　　・ 養殖業者の所得向上に向けて、大手商社や量販店等の産地
      招へいや商談を実施し、販売拡大を支援

新

　　⑥建設業のデジタル化加速事業　50百万円　[技術管理課]
　　・ 3D測量・設計データ作成等の内製化支援や、遠隔施工、
     3Dプリンタ等を活用したモデル工事の実施により、デジタル
     技術の活用拡大と魅力ある現場環境を創出

　　①100億企業ネットワーク形成支援事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4百万円　 [産業政策課]【再掲】

　　・ 100億円超の売上規模を目指す企業に関する県独自の
　　　登録制度（「100億企業」登録）を設け、登録企業の経営
　　　 者間の交流のためのネットワーク形成を促進

　　②所得向上推進企業等総合支援事業費補助金
　　　　　　　　　 　　　　   1,500百万円　[産業政策課]【再掲】

　　・ 「100億企業」登録企業が行う、海外展開などの推奨メニュー
       に関する取組に対して補助上限額を嵩上げ

　　③スペースポートの整備に関する調査　11百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      [産業イノベーション課]

　　・ 本県におけるロケット発射拠点の整備に関して、必要なコストや
　　　経済波及効果などを調査し、実現可能性を検証

新
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新
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5-3　いきいきと仕事ができる高知の実現　～経済の活性化③～                                    

　　①県内就職・転職採用の強化　419百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　[移住促進課ほか]【再掲】

　・ 大手求人サイトと連携した情報発信の強化や、県内事業者が
　　行う採用活動を後押しすることにより、UIターンにおける転職と　
　　県内での転職を支援

　　②AIを活用したシステム開発の実証　15百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       [産業デジタル化推進課]

　・ 県内IT事業者によるAIを活用した開発をモデル的に実施し、
　　横展開することで、県内IT産業のスキルアップを支援

　　③外国人受入環境整備事業費　112百万円
　　　　　　　 【債務負担（R8～R12）24百万円】　[商工政策課]

　・ 本県の認知度向上に向けた情報発信を強化するほか、技能実習
　　生の入国後講習施設の設置や海外大学生のインターンシップ実施
　　など、外国人材の受け入れを行う事業者への支援を強化

　　④宿泊業人材確保対策事業費　 ８百万円　[観光政策課]

　・ 宿泊業における収益拡大による雇用の増加と所得向上を図る
　　ため、県内外を対象に人材確保対策を新たに実施

　 ①IoP推進事業費　548百万円  [農業イノベーション推進課]

　・ 次世代型施設園芸にIoT・AI等を融合することで、生産性
    の向上と高付加価値化を図るとともに、関連産業を創出

　 ②NABRAS情報発信機能強化事業費　20百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　   [水産業振興課]

　・ 県内水揚情報や養殖場の海洋観測データの提供など、
　  NABRASの機能を強化し、漁業の生産性向上や高付加
　　価値化を推進

　 ③食品産業連携促進事業委託料　22百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[地産地消・外商課]
　・ 個別商談会や出張セミナーなどの「食のイノベーションベース」の
　　取組を進めることにより、付加価値の高い商品づくりを支援
　　するとともに、「経営改革モデル」を横展開

３　成長を牽引する人材の育成・確保
　　 【U・Iターンのさらなる促進、人材の確保・定着】

４　フードテッククラスターの形成を促進
　 　【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

新
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拡

新

５　物価高対策

拡

拡

拡

　  各業界の物価高対策への支援　9,803百万円

　・ 国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、
　　物価高騰の影響を受けている事業者等に対して、事業の構造転換
　　を図る取り組み等を支援

拡

※再掲及び２月補正予算含む
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